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福井医科大学叶立教育紀要 第 2号(1982)

港湾都市の停滞化傾向について

今野修平

地理学教室

L昭和57年llH10日受理)

はしがき

1973年秋ー世界を震憾させた石油危機の発生以降，世界経済は大きく変化した。当然のこと

ながら日本も大きな影響を受け，日本の経済や産業は，構造的変化の路線を歩むことになった O

これに伴なってー人口や産業の配置，さらには人々の生活まで大きな影響を受け，地域変化も

従来の高度成長期と異なる諸点が生じて，異なる動向が顕著化しつつある o

こうした新しい動向を把えて，筆者は高度成長期と安定成長期の動向の違いをー港湾の動向

を通して掌握し，港湾の発展経緯と，新しい変化の基調を指摘すると共に，今後の方向につい

て基本方向を求めるべく世に問うたところである1)2)。

過去におけるこうした研究成果からさらに一歩進めるとすれば，港湾が古来都市と不可分の

関係をもって発展してきた歴史的実績を踏えて，当然港湾都市の動向に踏み込まざるを得なく

なってくる。港湾と都市の基本的関係は，過去筆者もいくつかの成果を発表してきた3)4)5)が，特

に高度成長期，大量生産，大量流通に対応した輸送革新による港湾の変革は，高能率であると

同時に極めて装置型となり，港湾が巷の要素を喪失してきて，都市と港湾に誕離傾向が認めら

れることも指f高してきた 6)。

以上の成果を踏え本稿では港湾都市の動向を，全国的な都市の動向台よび港湾の動向と対比

しつつ鮮明にし，その背景にある基因の考察を進めることを目的にした O

1 .都市と港湾の基本的動向

明治初年，わが国の人口は約 3，5007i人と推定されているが，人口の確定数が第 l回の国勢

調査で確認された大正 9年(1920)の総人口は， 55，963千人であったO ごれが60年後の昭和55

年(1980)には 117，057千人とほぼ2倍に増大している O こうした増加入口を最も多く吸収し

たのは大都市であり， 60年間の人口の変化を都道府県別にみても，神奈川，埼玉，千葉，大阪，

東京，愛知の順でいずれも 3.0倍以上の増加を示し，今日の三大都市圏 7)を形成するに至って

いる O いわばこの 1世紀は，まさしく巨大都市化(Metropolitaniza tion) の時代であったとい
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うことが出来ょう O

巨大都市への人口集中は，第 2次世界大戦中を除き，ほぽ一貫して進行していたといえるが，

特に戦後は，高度成長期前半にあたる昭和30年代後半に激しく，埼玉，千葉，東京，神奈川，

愛知，大阪，兵庫の各都府県が，神奈川の28%増を筆頭に，いずれも10%以上の増加を示して

いることが，昭和35年(1960)の国勢調査と，昭和40年(1965)の国勢調査の対比から判明す

るO この間実に全国25県の人口が減少を示し司人口の巨大都市集中がいかに激しい勢いであっ

たかを物語っている O

このような動向は当然のことながら，大都市程人口集積力が大きく，集中度が激しいという

一般傾向を示すことになっていた O ところが昭和40年代後半になると，様相が一変し，それま

で人口減少を示していた小都市が人口増に転じ あるいは人口減少率を小さくしてきたのに対

し，大都市は急激に人口増加率を低下させてきた(図-1)。この傾向は，市制を施行している市全

体の人口増加率と，町村の人口増加率との対比においても明瞭で¥昭和50年代前半の人口増加

率は，両者ほぽ同率となってきた(図ー 2)口 また人口の社会移動をみても，三大都市圏と，

それ以外の地方圏の対比においても、同様の傾向が指摘出来8¥明らかに明治以来続いてきた
巨大都市化の動きが，基本的に変調をきたしてきていることが判明する o

8. 

図-1 人口規模階紐別市の人口増加率
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このような基本的動向の中で，図-1か

らも読みとれるように，人口10万以上の都

市は，常に堅実に人口を集めて成長発展し

てきていることが伺い知れる O いわばこの

間に進展した都市化は，人口10万以上の都

市に対し，小都市および町村からの人口流

入が基調としてあったことを物語っている O
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A:東京，大阪以外の県庁所在都市人口増加率
B:工業都市 (24市)人口増加率※
c:全国人口増加率
※人口10万以上で重工業従事者35%以上，畳間人
口比率 100%以上の市(除県庁所在都市)

この中で人口 100万以上の巨大都市が，人口増加率を急激に低下させ，今やその増加率は，全

国平均の人口増加率を大きく下廻り，平均的にも人口の社会減を示すことになって.10万以上

の中規模都市と異なる動向を示しているのである o したがってこの間の都市化は中都市化と言

うことが出来ょう口またこれらの都市の大部分は，地方圏にあることから，地方都市化と把え

ることも出来る O

一方高度成長期前半，極めて顕著に人口集中をみた工業都市は，昭和40年代になると，人口

停滞化ないし減少に転ビる都市が生じてきた O こうした中で，昭和50年になっても，自動車組

立工場のある工業都市は，依然人口急増を続けていることからも，工業の業種による盛衰や構

造変化が大きく影響していることが問えるが，全体を通して，工業都市の人口吸収力が落ちて

きたことは否定出来ない(表-1)。

これに対し同じ人口10万以上の都市を対象としても，県庁所在都市は共通して高い増加率を

示し，工業都市とは対照的である(図-3)。 昭和50年から55年までの 5年間，三大都市圏の

巨大都市を除き，人口増加率が全国人口増加率 4.6%を下廻った県庁所在都市は，福井，甲府，

岐車，静岡，津，和歌山，徳島，長崎，那覇の 9市であるが，これらの都市も大部分は周辺に

人口急増地域を保有し，県庁所在都市自身は都心空洞化現象の影響を受けて，行政区域として
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工業都市24市 1)の人口及び人口増減率(昭和35年 ~55年)
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工業都市24市とは，昭和49年全国消費実態調査の都市類型における，人口10万以上の工業都市

(その市における重工業従業者が全産業従業者の35%以上の市)であり，かつ，昼間人口比率が

100%以上の市である。ただし，県庁所在都市は除く。

期末時の境域による。

総理府:昭和55年国勢調査全国都道府県市区町村別人口より引用
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人口停滞ないし減少を示しているものである O このように県庁所在都市が人口でみる限り堅調

な増加基調を示していることは，わが国全体の経済がサーピス経済化傾向を強くしていること

や，地方自治体の財政力が相対的に強くなりつつある中で¥行政投資が旺盛な状況下にあるこ

となどによるのではないかと推察される口

しかもこれらの動向は，地方定住化傾向の顕著化，高速交通体系の概成化による沿線地域の

人口吸収力の増大化傾向 9) 産業の新しい立地動向等と複雑に絡んで、いる他，地方圏での自動

車の普及による都市圏の広域化と一体となった地域現象として把えるべきであろう O

これに対して港湾の動向はどうであったか。既にいくつかの報告を世に問うているので，詳

説は避け，従来の研究成果をとりまとめる視点から，最も普遍的動向を指摘すればー凡そ以下

のようにとりまとめることが出来ょう口

その第 1は戦後一貫して量的拡大を続けてきた港湾は，昭和48年の石油危機を境に，その様

相を一変させたO 港湾貨物の増大化傾向は急増から微増へと基本動向を変化させてきたのであ

る。この傾向は公害問題が社会問題化した昭和45年に兆候を表わし，石油危機の到来で決定的

となったといえる 10) 港湾で取扱う貨物の大部分は，周知の通り原材料が多い口石油危機以降

の原油に代表される原材料価格の高騰は，設備投資の低調化による需要減少と共に，資源型工

業の利益率を急低下させ，一転生産設備の過剰時代を迎えて生産量は低滞化したo 当然のこと

ながら港湾貨物量は伸び悩みとなるわけである O

第 2はわが国の交通は，新たに参入したジェット航空機，新幹線鉄道，高速自動車道により

再編され，高速交通体系の確立という大変革を進展させた O 海運も大型化，高速化，専用船化

が進められると同時に，コンテナ輸送という新たな輸送方式が定着したし， Ro/Ro方式も普

及し，いわゆる輸送革新が進んだ口港湾にとっても大変革であったわけである O このうちコン

テナ輸送の出現は，従来の外貿定期船に代って，雑貨輸出の主役となり 6大港に代って東京

湾，大阪湾への集約化が進んだ11)。また島山与が多く，海岸線の出入に富むわが国では，モータ

リゼーションの進展に応じてRo/ Ro方式のーっとしての自動車航送船 (FerryBoat)が普

及した O 特に西日本には極めて密にフェリー航路網が形成されたのである o その結果，港湾は

純粋の港湾貨物が伸び悩むのと対照的に，フェリー貨物が激増して，数値上は取扱貨物の増大

化を認める状況になった O このことは，フェリーの発着する港湾は，自動車交通の一つの拠点

となるという構造的変化を成し遂げたことを意味する O

第 3に港湾貨物量の伸び悩み化傾向は，各港湾毎にみて，当然のことながら石油危機発生前

後の過去最大の取扱水準に未だ達しない港湾を多く含むことになる D それにもかかわらず，自

動車輸出に代表されるいくつかの輸出港湾は，堅実な増大基調を示し，石油危機以後の世界経

済における日本の輸出能力の大きさを物語っている O

第 4に石油危機以降大きく揺れ動いたとはいえ，外貿不定期船貨物や内航貨物は，地方分散

化傾向を顕著化し 12) 貨物取扱総量においても地方圏の港湾の比重が着実に増大し，今や全国
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港湾取扱貨物の約60%が地方圏で取扱われ，住民 1人当りの港湾貨物量でも大都市圏住民を上

廻るまでに力をつけて，地方圏の地域経済を支えるまでになった 1310当然三大都市圏(三大湾)

の港湾は，全国の中での比重を相対的に小さくしていき，地方振興の進展を伺い知ることが出

来る状況を呈するに至っている o

第 5にこうした中でー大都市圏，地方圏を問わず，工業港の伸び悩みが顕著になったのも，

石油危機以降の一つの傾向としてあげられよう O 今日の港湾は単一機能ではなく，工業j巷か都

市港湾か類型化することは難しい。筆者もかつて港湾を性格的に試み，それなりに類型化した

14)が，それはともかし高度成長期に基礎資源型工業を導入し，港湾貨物の大部分がこれらの

工場の原材料，製品である港湾は多Po これらの港湾は一部の港湾を除き，一般に伸び悩み傾

向を顕著化したのである O

以上のような都市と港湾の基本動向が，港湾都市に縦と横から影響し，その力の合成により

港湾都市が動いてきていると考えている O 合成された力の方向と強さは，いかなるものである

のか。まさに本稿が狙っている問題である O

2.港湾都市と都市と港湾の基本的関係

ところで研究の対象となる港湾都市とはいかなる都市であるか。この課題は簡単なようで意

外と難しい口その要因は港湾は地域経済にとってあくまでも基盤であり，港湾自体がもたらす

効果より，地域に対して間接効果をもたらすからである口このため都市からみると，港湾がも

たらす経済より，港湾を利用する各種経済の方が直接的かっ大きくなりー港湾自体の効果を定

量的に把握するのが困難なためである O また現在港湾が存在する都市の数は多いが，その多く

は歴史が古い O 中世以来の港湾も数多くある O このため港湾がもたらした蓄積は，都市にとっ

て極めて大きいであろうが，時代によっても異なるであろうし，その蓄積を定量的に把握する

のが極めて難しいことも事実である D 歴史地理学的視点から，都市の発生時点での基盤州巷湾

にあるものを港町として，門前町，城下町，宿場町等と共に通念化されているものの，現状で

の都市の経済活動から把握しようとするには あまりにも参考的見解にしか過ぎないといえる O

こうしたことから，港湾都市というのは，概念的には「港湾を有し，港湾が都市経済を支え

る支柱になってわり，かつ，都市社会の形成に大きな影響を与えるような都市」と定義されて

はいる 15)ものの，抽象的理論的にはその通りであっても，現実に国内のどの都市が港湾都市と

いえるかは不明確な点が多くなってくる O 都市経済を支える支柱の定量化が難しいからに他な

らな ~\o

したがって，港湾都市とは何ぞやについて，別途考察の機会を持つことが必要でFある O 本稿

においては守考察の対象である港湾都市を仮説的保件設定の中から抽出し，抽出された都市に

ついて，その動向と変化の基調を都市全体ならびに港湾全体の動向と変化と対比しつつ考察を

加えてみる O このための候件として，第 lに港湾としての実績があるf'a度以上あること，第 2
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に都市集積が一定の保件を有していることを基幹に考えることとする O この二つの降件を満足

させるものとして，昭和55年の港湾取扱貨物量が 1，000万tを超える港湾52港を選定し，さら

にこれらの港湾のうち，港湾所在都市の都市人口が10万を超える都市を，港湾活動ならびに都

市集積共候件に満ちるものと考え，→応、「港湾都市」として検討の対象とするo

しかしながら，現行の行政区分が都市ならびに港湾の姿を正確に表わしているか否かについ

ては問題が多Po例えば塩釜港は行政区域上は塩釜市，多賀城市，仙台市にまたがっており，

しかもこの 3市は戦後の町村合併を積極的にやらなかったこともあって，今や都市発展の実勢

と合致していない面が多々見られる O 市街地は連担し，仙台大都市圏が形成されて，その港と

して発展していることは誰の目にも明らかである o 行政区域としての塩釜市は，典型的な狭域

都市 16)である O 市制施行も昭和16年と比較的古く，人口数に対比して都市機能の集積も大きく

高密度である O このような場合，行政区域としての塩釜市の指標をもって，塩釜j巷の背後都市

とすることは，大きな誤ちを犯す可能性を有する O しかし単純に仙台市，多賀城市と合算しで

も，資料の精度が増すとも考えられず，現行制度上での基礎資料の精度上の限界を感ビないわ

けにはいかない口

以上のことから，年間1，000万 1以上の貨物を取扱う港湾の所在都市を単純に取り上げ，都

市人口との相関をみたものが図-4である O 年間 1，000万 t以上の貨物取扱いを示す港湾は，

わが国で52港あり，このうち人口10万以下の都市にある港湾はー塩釜，鹿島，衣j甫，宇野，小

松島， ;t，反出ー須崎，津久見，対j田の 9~.巷であり，このうち鹿島，苅田は市政も施行されておら

ず，またこの両町を含め，小松島，須崎，津久見を併せ 5~.巷の港湾所在都市は，いずれも人口

5万未満である O

港湾貨物と都市人口の基本的関係は，相関度が高いとはいえないが一応正の関係を示してお

り，一般に大港湾は大都市にあるといえる口しかし詳細にみると，苫小牧，鹿島，千葉，木更

津，徳山下松.宇野，水島，高松は，都市人口に対して港湾貨物量が異常に大きいグループと

して把握出来る C これらの港湾に共通している性格は，高度成長期にいずれも装置系基幹資源

型工業が立地した工業港か 若しくはフェリ一位指亘連絡船を含む)港である O このグループに

隣接して，室蘭，塩釜，衣浦，四日市，東播磨，和歌山，福山，尾道糸崎，岩国，宇部，小松

島，坂出，今治，須崎，到j田，大分，津久見，細島の各港があるが，これらのグループの港湾

も装置系基幹資源型工業のいわゆる工業港か，フェリーの港湾である O 前者のグループをAl'

後者をA2とすると AlとA2では同じ工業港でも，Alが複合型で木更津，徳山下松を除き，い

いずれも石油系，金属系の双方を持ち，フェリー貨物も自動車航送とSお亘連絡船の二つを持っ

ている o これに対しA2は石油系，金属系，セメント系，化学工業系と工業港としては多彩にな

るが，いずれも複合型とはいい難いO また尾道糸崎 小松島，今治，細島はいずれもフェリー

の比重が多く，フェリー貨物量は最少の細島港でも約 1，000万tに達しているのに対し，フェ

リー以外の貨物量はいずれも 500]jt以下で，その限りでは大きな港湾とは言い難くなる O

qu 
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国-4 港湾貨物量と都市人口の関係(昭和55年)
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港湾都市の停滞化傾向について

A 1 • Az両グループに共通する港湾都市としての性格は，いずれも大量の港湾貨物量にもかか

わらず¥人口扶養力が小さい点で共通している O 特にA1の工業港は，Azの工業港より整備され

た年次は新しいことを考え合わせると，新しい工業港程装置型となって，都市を育てていない

ということが出来よう O

これに対し Cグループには，東京，横浜，名古屋，神戸，大阪，広島，福岡(港湾名は博多)

が入り，人口の集積の割には港湾貨物量は少ないが，集積が大きいこともあって港湾貨物の絶

対量が大きいところが多い口まさしく大都市港湾といえる O これらの港湾は既に解明した
15)16) 

ように，多品種取扱いと，工業港からの製品移入に特徴を見出せるが，さらに外国貿易貨物の

うちコンテナ化したものを集中的に取扱っている港湾が多く， Aグルー7
0

の港湾都市とは，明

らかに異なる港湾都市であると考えて差支えない O

しかし一方で，都市としては最も発達したこれら大都市において，人口集積に応じた港湾貨

物が集まらないことは 港湾貨物が都市の人口集積と密接な関係にないことを物語っているの

ではないかと推察し得る O この推察が正しいとするなら ~:t'.工業港での基本的関係を十分に理

解し得るであろう O したがって，この推察は，本題解明上，重要で、あるということが出来る o

Aグループ， cグループの中間にある Bグループの港湾はー北九州，川崎，姫路，尼崎西宮
小名浜，伏木富山，高知 八戸，清水等比較的古い工業港と，鹿児島，新潟，高知，青森，伏

木富山，松山等，県庁所在港湾都市のグループである D この他画館，青森，下関の，かつて鉄

道連絡船港として繁栄を誇ったが，自動車の普及で島時間連絡がフェリー化して以来ー独立的

地位を崩された港湾都市も含まれている白これらの港湾都市は，いずれも今日の港湾都市の基

盤を戦前に確立したという共通点を有している。戦前においては船舶の専用船化も，港湾の装

置型化も，さらには商流と物流の分離も今日からみれば進まず，港湾は大量の雇用と旺盛な商

業，金融の取引の場であったO 当然都市形成上重要な役割を果し，港湾都市の形成も図式通り

であり，港湾と都市の基本関係は極めて密接で、あったことが十分考えられる口港湾は工業や商

業等と共に，都市経済の基盤として機能していたであろうことが，他グループに比して，港湾

貨物と都市人口の聞で強い相聞を示していることからも伺える O

以上のように，図-4による港湾都市のグループ化は，現在における港湾の性格と港湾都市

の歴史を浮き彫りにし，その中から港湾と都市の基本的関係といえる港湾都市にとって最も重

要な問題について，考えさせる点をいくつか示唆しているといえよう O

一方輸送革新と産業構造の変革をーエネルギー革命を背景にして成し遂げた今日，港湾と都

市の基本的関係はどのようなことを示しつつあるのか。この考察に素材を提供しているのが図

-5である D 昭和50年代になってから，わが国の港湾は，経済の構造的変化の影響を受けて，

大きく変動したことは既に記した通りである D 変動の基調は，装置系基幹資源型工業港の再編

化，モータリゼーションの進展への対応，輸出構造の変化による影響の三つが大きな要因であ

ったと考えられる O これらの要因から生じる現象を折り込みながら，曲りなりにも50年代前半
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%1 図-5 港湾貨物と都市人口の増加率 .岨
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% 

は全国的にも，港湾の数にしても，取扱い貨物量は増大したO ただし昭和50年の水準は，第 1

次石油危機の影響による落ち込みが最も顕著に生じた年であり，港湾貨物の伸び率も，対前年

比で，戦後初のマイナスを示したいわば最低水準の年に当り，昭和55年対比での伸び率の中に

は石油危機による減退分回復の数値も含まれていることを忘れてはならな¥，)0

これに対し都市人口の動向は，指標が人口だけに石油危機の影響は少なく，間接的である O

影響が生じるとしても，港湾と相比すれば長期的な時間軸上で顕在化するであろうことは，容

易に考え得る O

このように取り上げる指標の持つ相異性を十分認識した上でー両者の関係を考察しようとし

たのが図-5である O この図は高度成長期，人口急増期には考えられなかったいくつかの傾向

が顕在化しつつあることを物語っている O その第 lは 港湾貨物が減少した 8つの港湾都市が

いずれも都市人口は増大させていることである O 第 2はこの間人口減少をきたした港湾都市が
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全体の約20%をしめる10都市もあるが，これらの都市はいずれも港湾貨物は増大させているこ

とである口第 3は全体の60%以上にあたる32都市が.この聞の全国人口の伸び率を下廻る相対

的人口減少都市である O その中には，港湾貨物は20%以上も増大させている都市が9都市も含

まれていることである O

これら一連の傾向は，いずれも都市と港湾の関係が，いずれも稀簿であると考えざるを得な

い傾向といえる口少くとも往時に比して，稀簿化しつつあるか，あるいは都市と港湾の関係が

従来と異なる関係に変化していると考えるのが妥当である O

港湾都市の動向と新しい傾向

港湾と都市の基本的関係が稀簿化し，あるいは変化しているとしても，現実に港湾と深い関

わりを有している港湾都市が多いことは事実である O 本稿では52都市を検討の対象都市として

選定したが、 52都市に代表される港湾都市の動向はどのようであり，その中にいかなる問題が

内在しているかを考察しなければならない。

港湾都市を港湾の規模からー 5~巷に限定すれば，港湾都市は人口階級別にみて，大都市程港

湾都市である率が高Poこれは港湾を選定する候件として，年間取扱貨物量1000万 tというか

なり大量の貨物を基準にしたことに起因するが，単にこのためだけでなく，大都市程生産，消

費共に大規模で，大量の貨物取扱いを必要とするため，大量輸送に最も適した港湾を必要とす

るという必要性にも準拠するためでもある O しかし考察を進めるに当っては，極力客観的解折

を求めるから，この点を補足する意味も含めて，取扱貨物量と関係なく，重要港湾所在都市に

ついても解析をすることにする O

さて港湾都市全体を通し最も特徴的なことは，都市全体が示す数値以上に，人口増加率が低

いことをあげることが出来る o この傾向は都市規模に関係なく生じているように見受けられる O

かつて農山村炭田地域が最も大きな人口流出地域となり，同時に全国的に臨海部開発が進んで，

臨海工業地帯を中心に人口吸収が進んで、いた時には，人口移動の基本傾向のーっとして，内陸

地域から臨海地域への動向があったのが，今や全く逆になったのか，今後詳細に検討せねばな

らない課題である O

こうした動向は，人口吸収力をかなり強く持ち，高い人口増加率を示す人口10万以上の都市

のうち，昭和50年以降人口減少を示した18都市を選定してみると，そのうち過半数の10都市が

港湾都市であることからも港湾都市の停滞が伺える O これら18都市のうち，人口吸収力の低下

した巨大都市圏内の都市が10都市を数え，地方圏の都市は 8都市であるが，このうち 7都市が

港湾都市であり，今や人口集積を進める地方の中核都市のうち，港湾都市のみが衰退化してき

ている事実を指摘しなければならない状況となっている O このうち清水港は明治以来一貫して

わが国の外貿定期船港であった港湾であり，小樟i巷，長崎港も近代港湾として最古の歴史と光

栄に満ちたわが国の代表的港湾であった口また人口減少を示す10都市のうち， 7都市の港湾は，
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表-2 港湾都市の人口規模階級別人口増加率(昭和50~55年)

人口階級 市数 増加率 全国増加率

委主 52 ( 647) 1.5% 4.8% 

500万以上 1 ( - 3.4 3.4 

200~ 500万 3 ( 3) 0.4 0.4 

100~ 200万 4 ( 6) 2.8 4.2 

50~ 100万 9) 6. 7 6.2 

30~ 50万 13 ( 36) 5.9 7.4 

20~ 30万 8 ( 42) 4.0 7.6 

1O~ 20万 9 ( 97) 3.8 7.0 

5~ 10;5 4 ( 207) o. 7 7.4 

3~ 5万 3 ( 198) 1.0 2.9 

3万以上町 2 ( 59) 7. 7 24. 1 

注1) 総数の増加率は町は含まず

2 ) 市数のうち( )は全市数

いずれも港湾貨物取扱量1，500)j t以上の大港湾

であり、港湾活動が大きいにもかかわらず‘高1)

fliが{亭j帯化している傾向を認めざるを得な Po

この問題はー今後港湾活動が者15市経済に対しど

のようなメカニス、ムでどの位関与しているか，

ケーススタディを台めて，詳細に検討する必要

があろう c

一方人口107f以上の都市のうちー昭和150年~

55年の 5年間に10.()%以上の人rJ急増をみた都

市は，全作lでおjJjに及んでいる。このうち重要

港湾が存在する都市は了間5rliにしか過ぎず¥人

口i凶タをきたしているj巷湾都市よりも少ない O

こうした傾向も. l巷湾都市のf亭i帯化を証明する

材料とみることが出来ょう口

さらに昭和50年 ~5;):ドの 5 年間に，わが[EI の

総人[Jは 4.6%の増加をぶした o t也域によりn1l

宅ヰ吋コ平均寿命も若|二の羊:があるが、{反りにこ

れを全r-li)-~律と{反主すれば司，1. り%以ドの人[J増
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H実 当 市

東京

横浜，名古屋，大阪

川崎，神戸，北九州，福岡

千葉，堺，尼崎，広島，鹿児島

函館.いわき，横松須賀松，新調，富山分，姫路，和歌山
倉敷，福山，高 ， 山，高知守大

釧路，青森，八戸，清水，四日市，加古川，呉，下関

室今蘭治 苫延小岡牧， 木更津， 尾道， 徳山， 岩国， 宇部，

塩釜，半田，玉野. !，反l:P1

小松島，須崎，津久見

鹿島，苅田

r-r，1勢調査より作成

表-3 人口10万以上の人口減少都市
単イ立1000人:lO()Ot 

都市名 人口数 減少率 j巷格 貨物量

小樽 un -2.() 重 円.226

室蘭 150 - 5.4 特 29.201 

桐生 133 - 1. () 

東京 8，349 -3.4 特 62.007 

武蔵野 137 - 1. 9 

三鷹 164 - 0.3 

小金井 102 - 0.3 

小平 154 - 1.0 

清水 242 - 0.6 重 15， 772 

大阪 2，648 - 4.7 特 83，908 

守口 166 -7.1 

門真 139 -3.0 

東大阪 522 -0.6 

尼崎 524 - 4.1 重 26，452 

呉 235 - 3.3 重 18， 721 

尾道 102 - 0.9 重 21，987 

大牟田 163 - 1. 8 重 6，991 

長崎 447 - 0.7 重 4，210 

注 1)人口数.貨物量共昭和55年

2 )重:重要港湾，持:特定重要港i脊



港湾都市の停滞化傾向について

加しか示さなかった都市は，相対的な人口減少都市であり，その多くが人口の社会減をきたし

ている都市であるとみることが出来る口こうした基準でみると，全国の重要港湾所在の 106市

のうち，4.6%以上の人口増加を示した都市は32都市と全体の30%にしか過ぎず，港湾都市の停

滞化傾向は明らかであるといえようぐ表-6 )0 また人口10万以上都市だけを取上げても， 64 

都市中37都市が相対的または絶対的人口減少都市となっており，人口吸収力が大きいという全

国的傾向と逆の傾向を示して，港湾都市の停滞化は顕著化しつつあると断じて良いO

停滞化する港湾都市の地域的考察

港湾を都市経済の基盤とする都市は，当然のことながら地域の交通，特に貨物流動において

海上輸送の比重が大きいところに発達し易い口わが国の交通の地域的構造は，一般に西日本に

おいて海上交通の比重が大きく，東日本において陸上交通の比重が大きく構造を有している o

これはわが国の国土の構造が，地形的に西日本は海岸が出入に富み，かっ瀬戸内海という静穏

かっ広大な海域を有しているのに対し，東日本は海岸線が単調である反面，広大な平野が各地

に拡がっているためである O こうした地形的保件の上に，長い歴史が地域に適合した交通を育

て上げてきたわけで この構造は一朝一夕では変らないと思われる o

分析の対象とした港湾都市をみても，全都市の地域的分布と対比しつつ，港湾都市の比率を

みると，明らかに，中国ー四国，九州の順で大きくなっており，この傾向は港湾の分布と同一

傾向とみて差支えない O これに対し本州中央部ではその比率が低くなるが，逆に大港湾都市の

分布はこれらの地域に集中して，経済活動，都市発展が盛んで、あることを裏づけている o この

傾向もわが国における大港湾の地域的分布と，基本的には一致した傾向であるといえる o北海

道司東北は港湾都市の比率が高いが，このうち津軽海峡に近い地域で青森，八戸，函館，室蘭，

苫小牧と 5i巷をしめて台り 本州，北海道聞の連絡が港湾都市の育成に大きな役割を果してい

ることを伺い知れる O

以上のような港湾都市の基本的分布を前提に，港湾都市の最近の動向の中に，地域的傾向が

どのように出ているのかを考察する必要がある O 港湾都市が全体的に人口停滞化傾向を明らか

にしてきているが，わが国全体では都市への集中が進む中で，一部の都市は人口減少が進んで、

いる o こうした人口減少都市は，絶対値として減少している都市が88市(人口 3万以上の市)

ある O このうち人口急減都市は関東以北に多く，西南日本で人口定住化が進展している動きと

一致した動向を示している口しかし人口微減都市になると地域差は明瞭ではなく，三大都市圏

でも全体の告強をしめている O こうした中で全国平均の伸びには達せず¥人口の社会減を起し

ていると考えられる都市も微減都市と同ーの傾向を示しているが，どちらかというと関東以北

の地域でやや強い傾向を示しているといえる O

これに対し港湾都市の中での人口減少都市は，近畿以西の地域に多くみられる O 元来近畿以

西は港湾都市の絶対数が多いこともあるが、人口停滞港湾都市の62%ー人口微減港湾都市(減
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表-4 港湾都市の地域別規模別分布

地域 ネ子〈ミ 100万以上 50~100 万 30~50万 20~30万 1O~20万 5~lO万

北海道 22 ④ 

東 北 39 ⑤ 

開 東 118 ⑥ 

(首都圏) 96 ⑥ 

中 告日 70 ④ 

(中京圏) 33 ③ 

北 陸 11 ① 

近 畿 69 ⑦ 

(京阪神圏) 54 ⑥ 

中 国 26 ⑩ 

四 国 17 ⑤ 

九 ナ+1 36 ⑤ 

j中 中尾 4 ⑥ 

計 412 ⑪ 

詮 1) 5万以下市は省略

2) 0内数値は港湾都市数

少率(0 ~- 4.9%)の78%

を近畿，中国，四国、九州|で

しめているのは異常といわな

ければならない(表-5)。

明らかに東高西低傾向であり

日本にわける人口減少都市全

体の動向と逆の傾向を示して

いる口こうした動向は，西日

本の港湾が，東日本の港湾に

比して，概して古い港が多く

これが産業構造の変革や経済

活性化に乗り切れていないた

め，港湾活動や地域経済の不

活性化を招き，都市の基盤を

弱体化させて，都市発展に制

約となって表面化しているの

1 0 ① 2 ① 5 ① 8 ② 6 

。 1 2 ② 7 ② 6 23 ① 

3 ③ 1 ① 11 ① 11 35 ① 57 

3 ③ 1 ① 10 ① 7 29 ① 46 

1 ① 。 5 8 ② 17 39 ① 

① 。 1 5 ① 9 17 ① 

。 。 2 ① 1 2 6 

3 ② 3 ② 7 ② 7 ① 14 35 

3 ② 3 ② 6 ① 5 ① 13 24 

。 2 ① 2 ② 2 ② 9 ④ 11 ① 

。 。 3 ③ 2 ① 11 ① 

2 ② 2 ① 2 ① 3 6 ① 21 

。 。 。 l 。 3 

10 ⑧ 9 ⑤ 36 ⑬ 46 ⑧ 99 ⑨ 212 ④ 

国勢調査より作成

衰-5 人口減少都市と港湾都市(人口3万以上)の地域別分布

地方 凶と 4.6- 0- -2.5- -5.0- ー7.5-。 -2.4 -4.9 ー7.4

北海道 16③ 7② 4 1 2① 2 

東 ~t 48② 37② 7 2 2 

関 東 50② 31① 15 2① 1 

(首都圏) 34② 18CD 13 2① 1 

中 告E 51④ 42③ 6① 3 

(中京圏) 22 19 3 

~t 陸 18 14 3 1 

近 畿 44⑤ 2時 10 4② 1 

(京阪神圏) 32④ 2崎 7 4② 1 

中 国 32⑧ 21⑤ 8② 1① 2 

四 国 20④ 17③ 2① 1 

九 リ十| 34③ 27② 6 1① 

縄 3 3 

計 316⑮ 228⑮ 61④ 16⑤ 8① 3 

注 1) 0内港湾都市
国勢調査より作成
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ではないかと考えられる o産業構造的にも，造船噌製鉄，石油精製，石油化学に代表される臨

海工業から， 1 C，コンビューター，電機，自動車に代表される内陸工業へと転換したことは，

内陸に広大な平野を有する東日本の発展が背景にあるのではないかと考えられる。

このように考えると，港湾都市の停滞化傾向は，いわばわが国の経済発展や産業構造の変化

を反映した構造的な社会現象として把えるべきであり，地域的にもかなり広域的傾向として考

える必要がある問題である。

この傾向は重要港湾，特定重要港湾を取り上げても同じ傾向を示しているから，まず間違い

のないものといえよう O すなわち，重要港湾，特定重要港湾所在都市のうち，人口急増都市27

のうち中部北陸以東の地域は半数の14をしめるが，人口減少都市は10中 4をしめるに過ぎない

(表-6)，口人口停滞都市も27中11がこれらの地域であり，海域保件lこ恵まれた近畿以西の港湾

都市が，東日本に比し活性化が立遅れていることが伺える O

表-6 重要港湾所在都市の人口動態(昭和50~55年)

総数 10.0%以上 9 .9~4.6 4.5~0 。~ー2.4 -2. 5~-4. 9 -5.0-ー7.4

北海道 9 ⑤ 1 ① 4 ② 2 ① 1 I ① 

東 北 16 ⑧ 7 ⑥ 6 ② 1 

関 東 7 ⑦ 2 ② 2 ② 2 ② 1 ① 

(首都圏) 6 ⑥ 2 ② 2 ② ① 1 ① 

中 昔日 8 ⑦ ① 5 ⑤ 2 ① 

(中京圏) 6 ⑤ 1 ① 4 ④ 1 

北 陸 4 ② 2 ② 2 

近 畿 9 ⑧ 1 ① ① 4 ④ 1 2 ② 

(京阪神圏) 7 ⑦ ① 1 ① 3 ③ 2 ② 

中 国 15 ⑪ 4 ④ 8 ⑤ 2 ① 1 ① 

四 国 13 ⑤ 3 ③ 8 ② 1 1 
卜ー

九 州、l 22 ⑩ 3 ③ 3 ① 12 ④ 2 ② 2 

沖 縄 3 ① 2 1 ① 

計 106 ⑭ 9 ⑦ 23 ⑩ 52 ⑫ 11 ⑤ 9 ④ 2 ① 
'-ーーー

注 1)市制施行都市のみ 国勢調査より作成

2) 0人口10万以上都市

以上のことを考察すると 港湾都市の停滞化傾向は，西日本の港湾都市でやや強く表われて

おり，西日本の産業配置や交通基盤整備と関連して考察しなければならない問題であることを

教えている o
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あとがき

安定成長に移行して以来，港湾の動向が変化してきたことは既に考察したが，それを受けて

今回考察した港湾都市は，明らかに停滞化傾向が明らかになったO 港湾都市が日の出の勢いで、

発展していた高度成長期とは全く異なる傾向が抽出され，それの基因についても考察を加えた

が，あまり長い時間でないのに逆の傾向が顕在化したことに筆者自らが驚いている O 地域的に

は西日本に強く表われているが，港湾都市の構造自体が解折が遅れている面もあり，港湾都市

の問題は，今後の究明に待つところが多い O 新しい動向の中での新しい現象を解折抽出し，若

干の考察を加えた本論が，その礎石となれば望外の幸せである O
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